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概要 
東京大学では，2022 年 11 月に，すべての教職員が自由に参加できるオンラインワーク

スペース「全学教職員 IT ツール利活用コミュニティ」を Microsoft Teams を用いて開設し

た．2024 年 10 月時点で 1,700 名超の教職員が参加し，ほぼ毎日何らかの投稿が行われ活発

な意見交換の場となっている．このコミュニティの活動は，部署の垣根を越えたインフォ

ーマルコミュニケーションを促進し，組織の DX リテラシーの向上にも寄与している． 
 

1 はじめに 

 東京大学では，2021 年 9 月に策定した目指すべ

き理念や方向性の基本方針「UTokyo Compass」
（2024 年 5 月に改訂）に基づき，その計画のひと

つとして「職員の教育機会の拡充と，専門性の高

い職員が活躍できる制度の構築」「事務部門の高度

化・効率化」に取り組んでいる[1]． 

1.1 DXリテラシー 

 全学の DX（デジタルトランスフォーメーショ

ン）推進のためには，それを可能にする教職員，中

でも特に事務系職員の DX リテラシーを高めるこ

とが非常に重要となる． 

 ここでいう DX リテラシーとは，情報技術に関

する知識や，各種アプリケーションの操作方法に

関する知識などの，いわゆる「IT スキル」だけに

留まらない．業務の現状を見直し，より効率的な

業務の進め方を実現する，業務改善を自ら進んで

起こそうとする「変革マインド」も必要である． 
 経済産業省が策定した「DX リテラシー標準」で

も，DX の背景，DX で活用されるデータ・技術，

データ・技術の活用についての知識に加え，変化

への適応，柔軟な意思決定などのマインド・スタ

ンスを求めている[2]． 

1.2 組織の DXリテラシー 

 業務の担い手となる個々の教職員が DX リテラ

シーを高めることはもちろん重要であるが，本稿

ではさらに「組織の DX リテラシー」にも着目し

たい．組織の DX リテラシーとは，教職員個人が

知識や技能を持っていなかったとしても，それが

必要になったときにすぐに得られる環境が整った

組織を作るということである． 
 例えば，ある IT ツールの使い方が現時点ではわ

からなくても，気軽に質問できて，すぐに教えて

もらえる相手や場所を持っていれば，その職員は

使い方を知っている職員に準じるリテラシーを持

っているといえる． 
 業務の負荷が大きいときや非効率な業務を余儀

なくされているとき，その職員が自ら変えようと

しなくても，周囲から改善を提案してもらえるよ

うな環境に置かれていれば，結果的に組織の業務

改善は進む．現状をなんとかしたいと思っている

が，どう手を付けてよいかわからない職員にも，

相談できる場所，相談できる相手が必要である． 
 こうした環境が整っていれば，組織全体として

DX リテラシーを身に着けた状態ということがで

きる．そのためには，既存の組織体制の枠組みに

とらわれず，組織全体で知識を共有している状態

を作り出すことが必要である． 



 さらに言えば，変革マインドは，教職員個人が

強く持っているだけでは十分には機能しない．そ

の業務に関わる複数の職員が「変えよう」という

思いを共有してこそ，初めて実際の変化を起こす

ことができる．一方的なトップダウンの意思決定

がなじまないことも多い大学組織において特にそ

の傾向は顕著である．その意味でも，個人のみな

らず組織が DX リテラシーを持つことは，大学の

DX 推進にとって非常に重要となる． 

1.3 インフォーマルコミュニケーションの重要性 

 既存の組織体制の枠組みにとらわれず，組織全

体で知識を共有している状態を実現するためには，

組織全体でのインフォーマルコミュニケーション

が盛んに行われる環境が整い，その風土が備わっ

ていることが望ましい． 

 インフォーマルコミュニケーションとは，「出会

いの偶然性，話題の偶然性を有した，個人的な関

係からなる，相互作用プロセス」と定義される[3]． 

 偶然に出会った職員どうしが，自分の仕事内容

や日常的な出来事を会話することから生まれるコ

ミュニケーションを指し，フォーマルなコミュニ

ケーション（会議や打ち合わせ，業務上の連絡事

項伝達など，業務の必要性からなされるもの）と

区別されている．創造的なアイデアや仕事を円滑

にするヒントを得るきっかけとなるほか，職場の

人間関係をよくするのに役立つこともあることが

知られている[4]． 
 こうしたインフォーマルコミュニケーションの

最たる例は，職場でのちょっとした雑談や相談，

すなわち対面で行われるものであるが，本稿では，

オンラインワークスペースを通じたオンラインで

のインフォーマルコミュニケーションに着目する． 
 オンラインであれば，周りに相談できる人がい

ない在宅勤務などの環境で働く職員も参加できる

ほか，普段から職場で接する同じ部署の同僚以外

とのインフォーマルコミュニケーションの機会を

提供することができる．また，コミュニケーショ

ンの履歴が記録されるため，交換された知見を蓄

積することが可能であり，組織の DX リテラシー

の向上に非常に適している． 

1.4 全学教職員 ITツール利活用コミュニティ 

 東京大学では，2022 年 11 月に，すべての教職員

が自由に参加できるオンラインワークスペース

「全学教職員 IT ツール利活用コミュニティ」を，

Microsoft Teams を用いて開設した． 
 このコミュニティは「どんなことでも気軽に相

談できる」「知らない誰かが答えてくれる」「悩み

を相談するとアイデアをもらえる」場として，イ

ンフォーマルコミュニケーションの活性化に寄与

し，東京大学の職員組織の DX リテラシーの向上

に貢献を果たしている．本稿では，この「全学教職

員 IT ツール利活用コミュニティ」（以下コミュニ

ティという）について報告する． 

2 開設に至るまで 

2.1 背景となる課題意識 

 2020 年 3 月に新型コロナウイルスの感染拡大に

より，在宅勤務が急速に普及した．働き方の多様

化が進み，職員向けに新しいコミュニケーション

ツールとして Microsoft Teams が導入された． 

 その他にも， OneDrive や SharePoint を使ったフ

ァイル共有，Microsoft Forms を用いた情報収集，

Power Automate を使った業務フローの自動化など，

Microsoft 365 に付帯する各種アプリケーションを

活用した業務の効率化が可能となり，これらを活

用した業務の DX 推進が喫緊の課題となった． 
 しかし，こうしたツールを既得の IT リテラシー

で十分に使いこなすことができる職員は一部に過

ぎない．従来も IT リテラシー向上のための講習等

は継続して催されてきたが，オンライン化や業務

効率化の要請の急激な高まりの中，業務の自動化

に利用できるツールも多様化してきている．これ

らのすべてについて，説明会の開催やマニュアル

の作成によってケアし，使いこなせる職員を育成

する余力は，本部の情報システム部門に十分には

なかった．また，情報システム環境の多様化を受

け，各部局のパソコン管理者に負担が偏っている

という声も聞かれた． 
 こうした状況では「担当者」や「ヘルプデスク」

がすべてのユーザからのニーズに応えるという従

来のあり方は，ユーザサポートに十分に対応でき

る範囲でしか各種アプリケーションを利用させな

い，各種 IT ツールを導入しない，という抑制的な

運用につながることになる．むしろ，公式なユー



ザサポートはベストエフォートとし，「ユーザどう

しが相互にサポートしあってツールを活用する」

という前提で，利用可能なアプリケーションの権

限は可能な限り開放し，また各種 IT ツールの業務

利用も推奨するという，使えるものは使う方針へ

転換することが望ましいと考えた． 
 そこで，ユーザどうしで相互にサポートしあう

ための場として，自由に相談や情報を投稿できる

オンラインコミュニティを作り，教職員が自由に

参加できるようにすることで，その実現を目指す

こととした． 

2.2 もう一つの課題意識 

 前項がコミュニティを設置するに至った主たる

課題意識であるが，これ以外にももうひとつの課

題意識があった．1.3 で述べた，部署の垣根を越え

たインフォーマルコミュニケーションの重要性で

ある． 
 東京大学では部局ごと，部署ごとの縦割り意識

が強く，学内で部署の垣根を越えたインフォーマ

ルコミュニケーションの機会は多くない． 

 ちょっとした相談ごとなどがあるとき，入職同

期，以前の部署で同僚だった，などといった個人

的なつながりがある範囲での相談はある程度行わ

れている面もある．しかし，それ以外には「こうい

うとき他部署ではどうやっているのだろう？」な

どの疑問があったとき，正式な業務上の連絡ルー

トで問い合わせる，すなわち照会をかける以外に

は聞く方法がない．つまり，業務上の部署間連携

以外の，部署の垣根を越えたインフォーマルコミ

ュニケーションが少ないのである． 
 こうしたインフォーマルコミュニケーションを，

知り合いの職員がいるかどうかにかかわらず気軽

に，自由に交わすことができる職場風土を作るこ

とは，先に述べた組織の DX リテラシーを向上さ

せるために重要である．コミュニティは，IT ツー

ルの使い方だけでなく，幅広く職員の業務全般に

ついて「こういうときどうしていますか？」とい

う相談を，知り合いでない職員どうしが情報交換

できる場にしたいと考えた． 

 これにより部署ごとにローカルルールが異なる

ことが可視化されれば「うちでもそうしてみよう」

という，業務フローの標準化や業務効率化のきっ

かけになりうる．相談に対する回答という情報交

換だけでなく，ツールを使った業務改善に成功し

た事例の情報交換もできれば，それを見て自身の

部署でも取り入れてみる，といった取り組みが広

がり，業務改善事例の学内展開が進むことも期待

された． 

2.3 利用プラットフォームと位置づけの検討 

 東京大学では様々な IT ツールやアプリケーシ

ョンを包括契約して利用できるようになっている

が，職員の業務利用を目的としたときの利便性を

考慮し，コミュニティは Microsoft 365 に含まれる

Microsoft Teams（以下 Teams という）のプライベ

ートチームで運用することとした． 
 Teams を選択したのは，職員メールシステムが

従来から Outlook を利用してきたことを始め，職

員が業務に活用することが期待される IT ツール

の多くが Word，Excel などのほか OneDrive や

SharePoint，Forms，Power Platform など Microsoft 

365 に付帯するツールが中心であることを踏まえ

た判断である． 

 Teams の活用を促進するため，コミュニティの

開設に先立って，事務部門単位（本部の課や部局

事務部等）の Teamsチームを作成し，各部署のパ

ソコン管理者にその管理を任せる体制を整えた． 
 ただし，コミュニティでは Microsoft 365 の各種

ツールだけでない，様々なツールの活用法（Google 

Workspace や Slack など）についての情報交換を妨

げるものとはしていない． 

 コミュニティは教職員であれば誰でも自由に参

加できるものであるが，将来的に学生にも Teams 
の利用を拡大する可能性に鑑みて，プライベート

チームで作成している．参加の手順は，教職員ポ

ータルサイトに設置している専用のフォームから

同意事項に同意して申請することで，Power 

Automate の自動化フローでチームに招待されると

いう流れである． 

 参加は基本的に任意だが，各部局のパソコン管

理者は必須参加とした．メンテナンス情報や不具

合発生情報を通知するチャネルを設けることとし，

その情報を見てもらうためである．あわせて，あ

る程度の人数は最初から入っている状態でスター

トしたかったという意図もあった． 



 コミュニティの運営は本部情報支援課業務支援

チーム，本部情報戦略課情報戦略チーム，本部 DX
推進課，本部総務課業務改革チームの 4 部署の合

同で担っている．プロジェクトは DX 本部の業務

DX 部門に置き，DX 推進活動のひとつに位置づけ

た． 

2.4 開設と周知 

 2022 年 11 月に設置し，教職員ポータルサイト

で告知した．あわせて IT ツール利活用コミュニテ

ィの設置に関する学内教職員向けのオンライン説

明会を開催した．また，これについて各部局事務

部門の長が集まる会議で報告し，各部局事務部か

らの職員の積極的な参加を呼びかけた． 
 設置当初は運営メンバーが定期的に持ち回りで

投稿を行い，活性化に努めていたが，次第にその

必要性がない程度に参加者からの投稿がなされる

ようになっていった． 

2.5参加者数の推移と現状 

 参加人数の推移は，2023年 3月時点で約 750 名，

9 月時点で約 1,150 名，2024 年 6 月時点で約 1,600
名と推移し，10 月現在は 1,700 名を少し超えるに

至っている．直近 30 日のアクティブユーザは約

1,000 名となっており，一定のアクティブユーザ数

を維持できている．本稿執筆時点で直近 30 日に 33
投稿，174返信，709 リアクションであり，概ね毎

日 1〜2件の投稿と，それについて 1 つあたり平均

6程度の返信がなされている計算になる． 

3 コミュニティでの情報交換の事例 

 コミュニティには，トピックに応じて使い分け

られるよう複数のチャネルを設けた．ここでその

いくつかの例を示す． 

3.1 ちょっとした相談 

 初心者でも気軽に相談を書き込めるよう，筆頭

のチャネルとして設け，「操作方法などの初歩的な

質問でもだいじょうぶです．Microsoft 365 のツー

ルに限らず，関連する PC 関係の相談や情報共有

にも気軽に使ってください」と案内している． 
 実際には「メールの署名はどうやって設定する

のですか？」「電話の転送設定の方法はわかります

か？」など，いわば職場で隣の席の人に聞くよう

な，気軽な相談に利用されている． 

 在宅勤務で周囲に誰もいなくても，あるいは周

囲に詳しい人がいなくても，誰でも些細な相談を

できる場として活用されることを期待している． 

3.2 ITツール利活用に関する相談  

 各種ツールを使って業務を効率化したいが方法

がわからない，といった相談用のチャネルとして

設けている．用途として「こういうツールがある

と便利なのですが……」「この作業が大変なのです

が，何かいい方法はありませんか？」「この作業を

自動化できないだろうか？ といった悩み相談」な

どを例示している． 
 実際には「OneDrive の共有先設定の方法を詳し

く知りたい」「リマインドメールを自動で送りたい」

といった投稿がなされ，他のユーザから助言が返

信されている．また，具体的な Power Automate ワ

ークフローなどについて，作ってみたがうまく動

かないという相談がなされ，他のユーザから返信

でヒントをもらいながら完成に至っている事例な

どもある． 

3.3 業務に関する相談 

 4.4 で改めて言及するが，2.2 で述べた課題意識

に基づき，IT ツールに関するものに限定しない業

務に関する相談のために設けたチャネルである． 

 当初は「談話室」でなされることが多かった話

題をなるべくこちらに誘導するようにしている．

「タスク管理の方法はどうしていますか？」「全教

職員にイベントを告知したいときはどうするのが

よいですか？」など，幅広く業務に関する相談が

投稿されている． 

3.4業務に役立つ小技  

 「覚えておくと便利なショートカットキーや，

ちょっとしたテクニックなど．『こういう便利な機

能があります』『私はこんなふうに活用しています』

などの情報提供をお待ちしています」と案内して

いる． 
 具体的には「メール誤送信防止のために 10秒以
内なら送信を取り消せる設定があります」「CSV フ

ァイルを Excel で開いて冒頭の 0 が消えてしまう

ときはこうするとよいです」など，特に相談され

ていなくても，周囲に共有するとよいと思ったこ

とを自由に投稿できる場となっている． 



3.5 業務の自動処理 

 「Power Automate (Desktop), Power Apps, VBA マ

クロなどを用いた，業務の中の単純作業の自動化

に関する情報共有のためのチャネルです．『こうい

うツールを作ってみました！』『私は／私の部署で

は，こういう工夫をしています！』といった情報

をお待ちしています」としている． 

 業務の自動化の事例について情報を提供しても

らい，他部署にも積極的に展開してもらうことが

ねらいである．他のチャネルほど投稿頻度は高く

ないが，ファイルのアップロードと公開 URL の発

行を自動化する Power Automate フロー，財務会計

システムの伝票起票作業の一部を自動化する

VBA マクロ，就労管理システムの勤務表チェック

作業を補助するツールなど，意欲的な取り組みが

報告されている．部署内で独自に作成していた

Power Automate の初心者向けマニュアルが共有さ

れたこともある． 

 学内の業務改善事例を表彰する「業務改革総長

賞」を受賞した取り組みについては，このチャネ

ルで改めて紹介してもらっており，後にチャネル

内でそれらの作業自動化ツールの改善修正の提案

や情報提供がなされることもある．このチャネル

内で提供された取り組みが業務改革総長賞を受賞

するに至った事例もある． 

3.6 談話室 

 Slack の「#randomチャンネル」にヒントを得て，

業務に関係ないことでも自由に投稿できるチャネ

ルとして設けたもので，コミュニティをインフォ

ーマルコミュニケーションの場として活性化させ

るために不可欠な役割を果たしている． 

 「どのチャネルに書き込めばよいかわからない

方／まずは Teams に慣れてみたい・教職員と交流

したい方」に向けて、「どのチャネルで話せばよい

かわからないこと，業務には直接かかわらないけ

ど共有したいことなど，なんでも投稿してみてく

ださい．Teams に触れるのが初めての方に，投稿の

練習のためにもお使いいただけます」と案内して

いる． 

 交通機関の運転見合わせや食堂の臨時休業など

の情報共有，気になったニュースについてのコメ

ント，自身の趣味の活動成果の告知など，教職員

により自由に利用されている．在宅勤務の実施頻

度について聞き合うなど，「業務に関する相談」に

投稿しても良さそうな話題も多く，棲み分けは課

題でもある． 

3.7 その他のチャネル 

 この他にも，研修情報を告知するためのチャネ

ル，各部局パソコン管理者向けのチャネルなど，

いくつかのチャネルを設けている． 

4 コミュニティ運営の工夫 

4.1 アンバサダーの任命 

 コミュニティ内で積極的に投稿や返信をしてく

れる職員，業務改善事例の情報を多く提供してく

れる職員について，本人の内諾と上長の了承を得

たうえで「IT ツール利活用アンバサダー」に任命

した．アンバサダーは，コミュニティの運営メン

バーとは位置づけないものの，上長の了解のもと

で正式に業務の一環として積極的にコミュニティ

に投稿して活性化に貢献してもらっているほか，

コミュニティの改善のための議論にも参加しても

らっている． 

（もちろん，一般ユーザもコミュニティへの投稿

や返信を業務時間内にして構わない．） 
 また，コミュニティ内で寄せられた知見を検索

可能にする Power Apps アプリや，後に 4.5 で述べ

る匿名投稿・匿名返信のフォームとその自動化フ

ローなど，コミュニティ運営に関わる各種機能の

開発と実装を担っている． 
 アンバサダーに対しては，人事上の措置や手当

等はないものの， 
・運営ミーティングへの陪席 
・上位ライセンスの試験的付与 

・外部研修等の優先受講 
などの機会を提供している．職員が自身の関心と

適性に基づいて所属部署以外の活動に貢献する仕

組みの事例として，人事制度のあり方も含めた今

後の好展開に期待したい． 

4.2 市民開発環境の見直し 

 Power Platform の環境設定は，利用開始当初は

初期設定のままとしており，既定環境で無償利用

可能なすべてのコネクタを利用可能としていた．

しかし，職員に利用が拡大し，コミュニティの効



果もあいまってそれほど知識がない職員でも挑戦

してみる風土が広がった一方，情報セキュリティ

リスクの懸念も大きくなった． 
 そこで，2024 年 3 月に開発環境とルールを整理

して「市民開発環境」を新たに作成し，既定環境で

利用できる機能を一部に制限することとした．既

存のコミュニティ参加者については，希望する場

合に市民開発環境への移行を求めた．それ以降に

ついては，コミュニティに新たに参加する際に同

意を得て，自動的に市民開発環境の権限を付与す

ることとし，コミュニティへの参加を市民開発環

境を利用するための条件とした． 

4.3 情報システムゼミプラス 

 情報システム部では，従来から，教職員向けの

単発セミナーとして「情報システムゼミ」を不定

期に開催していた． 
 コミュニティのプロジェクトの一環として，日

本マイクロソフト社の協力を得て，TeamsやForms, 

Power Automate などのツールの利用方法に関する

初心者向けのウェブセミナーを出講してもらい，

情報システムゼミの番外編「情報システムゼミプ

ラス」と位置づけることとした． 
 また，こうしたセミナーを複数回開催した後，

初級レベルの講座を繰り返し開催して幅広く受講

機会を提供することが重要という観点から，運営

メンバーの職員自身が講師となり，持ち回りで追

加開催することとした．こうした取り組みも，職

員どうしの互助の一環になっている． 

4.4 チャネルの整理 

 2.2 で述べた，組織全体でインフォーマルコミュ

ニケーションを活性化させるという課題意識に基

づき，IT ツールに関するものに限定せず，業務に

関する様々な相談事にコミュニティを活用しても

らうため，「IT ツールに関するもの以外の相談」と

いうチャネルを新たに開設した． 
 その後，なかなかこのチャネルが盛り上がらず，

その一方でこのチャネルへの投稿が期待されるよ

うな話題が「談話室」チャネルに投稿されがちで

あった状況も踏まえ，チャネル名を「業務に関す

る相談（IT ツール以外の話題も歓迎！）」と改称し，

業務に関するどんな相談でも書き込んで構わ な

い旨を改めて周知した． 

 現在も談話室との棲み分けが曖昧ではあるもの

の，こちらのチャネルにも「この通知文書の英語

訳版を作成した方はいませんか？」「学生アルバイ

トをお願いしたいのですがどうすればよいでしょ

うか？」など，幅広く業務に関する相談が投稿さ

れるようになってきている． 

4.5 匿名投稿・匿名返信の実装 

 コミュニティを運営する中で，ユーザからの声

として「聞きたいことや相談したいことがあるが，

自分の名前を出して投稿するのは恥ずかしい」「投

稿を見た人に『この人はこんな基本的なことも知

らないのか』と思われるのが怖い」「投稿への返信

が，自身の所属部署としての公式見解と捉えられ

てしまいかねないという心配がある」といった意

見があった． 

 こうしたユーザの声を踏まえ，匿名で投稿・返

信できる仕組みを導入した．Forms と Power 
Automate を組み合わせ，専用フォームから投稿さ

れた内容がフローボットによる投稿として反映さ

れる仕組みである． 

 投稿に際しては「特定の個人・部署・組織に対す

る誹謗中傷，所属部署外に提供できない個人情報，

業務上の機密事項などを含まないことを確認して

ください」という同意事項を設け，これに同意す

ることを必須とした． 
 また，フォームから投稿がなされた際に運営メ

ンバーのチーム内の専用チャネルにその旨が投稿

され，有権限者が内容を確認して許可の操作をす

ることで初めて実際に投稿されるという事前チェ

ックの体制をとり，問題のある投稿がなされない

ようにした． 

 加えて，万が一の場合のためにフローボットが

投稿した投稿を削除する権限を一部の運営メンバ

ーが持つようにした． 

 匿名投稿がなされたときは，すぐにそれに続い

てその投稿のメッセージ ID をフローボットが返

信する．そのメッセージ ID を用いることで，その

投稿に対する返信を，別に用意された匿名返信フ

ォームから送信することができる．既存の顕名の

通常投稿についても，メニューからメッセージ ID
を調べれば，それを用いて匿名で返信できる．匿

名返信も，承認のフローは同様としている． 



（余談になるが，この匿名返信の仕組みのアイデ

アも，コミュニティ内で一般ユーザから寄せられ

たものであった．） 
 匿名投稿・匿名返信の実装によりコミュニティ

内の発言はよりいっそう活性化したと言える．「お

すすめの居住地」「上司とのコミュニケーションの

コツ」など，匿名でないと話せないような情報交

換もなされるようになった． 

5 実績・学内評価 

5.1 定量的評価 

 既述のとおり，2024 年 10 月現在のコミュニテ

ィ参加者数は 1,700 名を少し超えるに至っている．

直近 30 日のアクティブユーザは約 1,000 名で，一

定のアクティブユーザ数を維持できており，ほぼ

毎日 1〜2件の投稿がある． 
 コミュニティの存在が Teams 自体の利用を促進

した面もあり，コミュニティ開設時点の 2022 年 11

月には約 300 であった Teamsチーム（このほとん

どが各事務組織単位に対応して既定で作成したも

の）が，2024 年 10 月には約 600 にまで倍増した．

この間，300 近くの Teams チームが自主的に作成

されたことになる． 

 学内で開発されている Power Automate フロー数

も，2022 年 11 月の累計 2,300件から 2024 年 3 月

までに累計 5,500件と倍以上に増加した． 

5.2 定性的評価 

 学内の業務改善の取組を表彰する「業務改革総

長賞」において，この IT ツール利活用コミュニテ

ィのプロジェクトが 2023 年度の特別賞（上位から

総長賞，理事賞に次ぐもの）を受賞した． 
 また，日本マイクロソフト社の担当者にもゲス

トユーザとしてコミュニティ内の議論をご覧いた

だいているが，Teams の社内チームでの業務外の

情報交換・意見交換がこれほど盛り上がっている

事例は珍しく，好事例となっているとの評価をい

ただいた． 

6 課題と今後の展望 

6.1 初心者向けの工夫の必要 

 コミュニティは主に IT についての情報交換の

場であるため，IT に深い興味感心・知識を持つ職

員の発言量が自然と多くなる．その結果，専門的

な内容の投稿が全体に占める割合が高まり，IT 知

識に明るくない職員が，初歩的な質問や，発言を

ためらうような場になってしまうおそれがある．

ユーザの声として，そういった感想をもらうこと

も少なくない． 
 当初より，こうしたことをなるべく避けるため，

初心者が気軽に投稿できる「ちょっとした相談」

や，IT と関係のない業務上の相談も投稿できる「業

務に関する相談」のチャネルを設け，誰もが気軽

に投稿できる場作りを心がけている． 
 また，こうしたチャネルでの議論を盛り上げる

ことを通じて組織の DX リテラシーにつなげたい

という想いを持って投稿してくれているユーザも

おり，運営メンバーもこうした想いに応えながら，

コミュニティが大学にとっての財産となってくれ

ることに期待している． 

 現時点では、これ以上のチャネル増加は現段階

では予定していない．チャネルが細分化しすぎる

と混乱を生じる，チャネルごとの投稿頻度が下が

って活性度が低下するといった懸念もあるためで

ある．しかし，今後は状況に応じて「教学関係」

「人事関係」など業務分野ごとの話題に特化した

チャネルを設け，すべての職員が自分の得意分野

で活躍できるコミュニティに育てていくことも選

択肢のひとつである． 

6.2 匿名投稿・匿名返信の運用の注視 

 コミュニティでは，4.5 で述べたように匿名投

稿・匿名返信の機能を実装しているが，どのよう

な投稿が誹謗中傷など不適切な投稿に当たるかの

具体的な判断基準は必ずしも明確ではない．意見

を異にする者どうしがコミュニティ内で議論する

ことは否定していないが，匿名であるが故に議論

がいっそう白熱することもある． 

 著しい問題がある投稿を強制的に削除するよう

な事例には未だ至っていないが，批判的文脈での

投稿の内容について，問題視する意見が運営メン

バーに寄せられる事例はいくつかあった．こうし

た場合にどのように対応するかについては，今後，

具体的な対応事例を積み重ねながら検討していく

必要がある． 



6.3 情報セキュリティ・コンプライアンスリスク 

 業務の効率化を図りすぎるが故に，情報セキュ

リティポリシーや，その他の学内規範に違反しか

ねない取り組み事例が共有されてしまうおそれが

ある．ユーザどうしの互助，相互の指摘によって

そうしたことが起きないよう是正されることが望

ましいが，場合によっては運営メンバーから指摘

せざるを得ない場合もある． 
 もっとも，コミュニティ内で共有されたことで

可視化され，リスクの芽を摘むことができている

という側面もあり，コミュニティ自体の課題とい

うよりも，職員全体のリテラシー向上という観点

で捉えるべき課題と言えるだろう．コミュニティ

内外で情報セキュリティやコンプライアンスにつ

いての研修や周知を充実させていく必要がある． 

7 おわりに 

 冒頭に述べたとおり，全学の DX 推進のために

は，それを可能にする教職員，中でも特に事務系

職員の DX リテラシーを高めることが非常に重要

である．このプロジェクトでは，教職員個人のみ

ならず組織の DX リテラシーを，部署の垣根を越

えたインフォーマルコミュニケーションを促進す

ることで向上させるべく，オンラインワークスペ

ースを設けてその実現を図ってきた． 
 初心者から上級者まで，教職員個人の IT リテラ

シーに大きな幅がある組織であるからこそ，教職

員どうしの互助により個々人の不得意を補い合え

る仕組み作りが持つ意義は大きい．コミュニティ

では，これまでに 1,700 人を超える教職員を巻き

込んだインフォーマルコミュニケーションの場を

作り，気軽に相談し合うことのできる風土の醸成

に寄与してきた．これらはまた，UTokyo Compass
に掲げている「学内における共感をはぐくむ対話

の実践」のひとつともいえ，教職員を対象に「人を

はぐくむ」ことと「場をつくる」ことを実践する場

として，機能してきたと評価できるだろう[5]． 

 既に述べた課題とも向き合いながら模索と検討

を続け，より多くの教職員に参加してもらえるよ

う広報を行いながら，コミュニティでの議論の活

性化を図り，引き続き東京大学の教職員組織の DX
リテラシー向上に貢献していきたい． 
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